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イギリ スの地域住宅市場と労働市場格差
一地域住宅価格と地域間人口移動の相互関係一
はじめに
最近の研究はイギリスの失業率の地域間格差が
是正されない理由を労働力の移動率の低きに求め
ている（Pissaridesar McMaster, 1990; Hughes an 
McCormick, 1994). しかし地域労働市場研究でい
われる労働力の不動性labourimmobiltyとは，文
字通り労働力が移動しないという意味ではなく，
移動はしていても地域労働市場が発する賃金や失
業率などの労働需給シグナルに反応していないこ
とを意味する．そしてイギリスでは毎年 10%の世
帯が転居し， 1.5%の世帯が地域間I)を移動してい
る（労働力調査，1986～1998年平均）．これほどの
粗移動率をもっても純移動率が0.13%と低いの
は，地域への流入と地域からの流出が相殺し合い，
粗移動の大部分が入替移動 migrationturnoverに
なっているためである．地域労働市場研究は人口
移動の粗移動のうち，労働供給を他地域に移転さ
せる純移動のみに注目してきたが，この研究は入
替移動に注目する 移動者属性均ーの仮定をとる
モデルのも とでは，入替移動は労働供給の空間的
分布になんら影響をもたらさないが，実際には多
様な移動者が様々な理由のもとに地域聞を移動し
ている．入替移動によって多様な地域と多様な世
帯のよりよいマッチングが実現されれば労働力の
空間的配置の改善がなされる．
この研究では，近年のイギリスにおいて純移動
がほとんど生じない理由を，住宅ストックの空間
的分布がほぼ固定化しているためであると考え
る．年間の新築戸数が全戸数の 1%未満であり住
宅の耐久性が著しく大きいイギリスにて，住宅ス
トックの空間的分布が変わるには長い時聞を要す
る．そして住宅ストックの空間的分布が固定され
ていれば，純移動は非常に限られてしまう．それ
でも世帯の地域間移動は生じないどころか入替移
動がさかんに行なわれている そこで，この研究
ではイギリスにおいて入替移動の割合が高くなっ
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ている理由を，地域間移動と地域住宅価格の相互
依存関係に求める．つまり，地域への人口流入は
地域住宅価格を上昇せしめ，住宅価格の上昇は地
域からの人口流出を促す（その逆もまた然り）と
いう相互依存関係である．地域住宅価格が地域へ
の流入と流出の調整をすることによって多様な世
帯と多様な地域のマッチングが成立するのであ
る．第E章にてこの関係をもっ同時方程式モデ？ル
を紹介し，第W章にてその検証をするが，その前
にこのモデルの根拠となる過去20年間のイギリ
スの人口移動を概観する．
I 形式的な事実
地域への流入と地域からの流出が同時に生じる
のは，流入者と流出者が異なった動機にもとづい
て移動しているためである.Thomas (1993）は，
仕事を理由にした移動者の移動先が地域賃金に影
響されるのに対し，仕事以外を理由にした移動者
の移動先は地域住宅価格に影響されることを明ら
かにしている．また Millington(2000）は人口移動
パターンの研究にて，特に退職年齢期の人口移動
流の移動先が地域住宅価格に影響されることを示
した地域住宅価格と地域賃金は一般に正の相関
があるため，移動目的が異なる移動者が存在すれ
ば双方向の移動が同時に生じると考えられる
Fielding (1993）はロンドンを含むサウスイ ース
ト地域を「社会上方移動のエスカレータ地域J と
して説明し，青年のサウスイ ーストへの流入と中
高年のサウスイ ーストからの流出を長期的な構造
と位置づけた．この構造は年齢別純移動パターン
に明瞭に現われる（Isoda,2000a) .第1図に示した
ように青年と高年の純移動ノ号ターンは全く逆に
なっている．この二つを合算すると移動の大部分
が入替移動になってしまうが，個々にみれば，青
年はロンドン・サウスイースト地域への移動する
ことにより就職機会を得ており，高年は田園地帯
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第 1図 年齢別純移動ノtターン， 1988年
出典： NHSCR人口移動データ， OPCS人口推計．
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へ移動することによりよい住居環境を得ているの
である．これは入替移動が世帯のライフサイクル・
ステージの変選にあわせて世帯を異なった条件を
もっ地域にマッチさせている一例である.Rossi 
(1955）のファミリーライフサイクル・モデルは現
在のイギリスにも適用できるが，ただしその移動
は都市圏内を超えた地域間で生じている．
このような年齢選択的な人口移動は年齢の空間
的分布を偏らせる．青年人口が集中している大都
市部では（組）出生率が高く，高齢者の集中する
田園地域では（組）死亡率が高い．そして全体の
純移動は，反都市化として知られるとおり大都市
地域から田園地域へと生じており，ちょうど人口
の自然増加の地域間格差を相殺するように生じて
いる（第2図）．ロンドンからの継続的な人口流出
はその高い自然増加率によって可能になっている
のである．そして労働供給を空間的に移転すると
期待されている人口移動はむしろ地域の人口を一
定に保つように機能しているのである．
以上の形式的事実は少なくとも 1970年代半ば
より存在するイギリスの人口移動の長期的な側面
であるが，短期的には景気変動にともなって周期
的に変動する.1980年代後半になってイギリス経
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済は著しい経済回復期を迎えたが，経済成長がみ
られたのはサウスイースト地域を中心とした南部
地域に限られ，伝統的工業地域との地域間格差が
明瞭となり南北分断North-Southdivideとして議
論されることになった．この間，サウスイ ースト
では著しい労働不足にもかかわらず同地域からの
純流出がむしろ増加した Champion(1994）はこ
れを「人口分散の第二波」と呼んだが，1980年代
末の不況突入と同時にこの趨勢は突然逆転した
1990年代前半にはマージーサイド（リノてプール）
を除くすべてのメト ロボリタン・カウンティ ーで
人口再獲得が生じ，特にロンドンでは全国平均の
約2倍の人口増加率が生じた（第3図） • 1990年代
前半の不況はそれまでイギリスが経験してきた不
況と異なり，ロンドン・サウスイースト地域経済
にもっとも大きな打撃を与え，サウスイーストの
失業率は記録史上初めてスコットランドのそれを
上回った つまり ロンドン・サウスイースト地域
では労働需要の高まった時期に人口流出が加速
し，労働過剰が高まった時期に人口急増が見られ
たのである．
この一見矛盾した現象は住宅市場の変動に深い
関係がある.1980年代には政府の強力な持家奨励
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第3図 好況期と不況期の人口変化率の分布
出典： OPCS人口推計．
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政策と金融自由化によって持家ブームがおこり，
景気拡大と同時に住宅価格の著しい高騰をみた
好況期には住宅取引が増加し世帯の居住地移動が
活発化したが， 1988末の住宅価格バブル崩壊以
降，人口移動率は急速に低下し，それは特に持家
世帯に顕著であった（！soda,2000b）.そしてこの不
況時の移動率の低下によって，前述した社会増加
と自然増加のバランスが崩れたため，自然増加率
が高い大都市地域，そのなかでも特にロンドンで
人口急増する結果となったのである．
川 地域住宅価格と地域間人口移動の相互
依存性のモデル
l.概要
イギリスにおいて純移動は少ないが，その低い
純移動も前述したように自然増加率の地域間格差
を相殺するように生じている．なぜ地域人口の変
化の要因であるはず、の純移動が逆に人日の空間的
分布を一定に保つことになるのか？それは，住宅
ストックの空間的分布がほぼ固定しているためで
ある．古典的労働力移動モデルの予測するような
人口移動が近年のイギリスにおいて生じないの
は，地域住宅ストックが固定的なために純移動が
可能で、ないためである．そしてこの場合，地域間
人口移動が移動者の効用拡大に貢献するのは入替
移動によって地域と世帯のよりよいマッチングが
実現するときである．
住宅ストックが人口移動に対し数量的な制約を
与えているときに地域と世帯のよりよいマッチン
グが実現するためには，二つの地域の世帯がそれ
ぞれ互いに住宅（居住地）を交換することに合意
することが必要である．そのような調整を行なう
斡旋業者は存在しないが もし存在するとしたら
どのようにして調整を行なうだろうか人気の高
い地域に移動を希望する世帯が斡旋業者を通し
て，その地域に居住している世帯にプレミアを支
払えば，居住地交換の合意に達することができる
であろう．この斡旋業者の役割を担うのが地域住
宅市場であり，地域住宅価格の格差がプレミアに
相当する．つまり，地域住宅市場が潜在的な転入
世帯と転出世帯との聞の調整を行ない，円滑な入
替移動を生じせしめるのである．
そして地域住宅市場が入替移動を促進させるの
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第4図 地域住宅価格と居住地移動のモデル
住宅ストックに変化がない場合 需要と供給は持家世帯の転
入と転出に一致し，住宅取引数は持家世帯の入替移動数に一致
する．
は，地域住宅価格と人口移動が相互依存する場合
である．人口流入によって住宅価格が上昇し，住
宅価格が上昇すると人口流出がおこる（その逆も
また然り）とすれば，人口流入と人口流出の地域
住宅価格を介した間接的な因果関係が成立する
イギリスにおいてこのような市場メカニズムが働
きうるのは持家住宅市場のみである なぜなら，
公的賃貸住宅は市場価格よりもかなり低い賃貸料
で提供されており，また民間賃貸住宅では賃貸料
が厳しく規制されているためである2）.そこで，以
下では持家住宅の住宅取引市場に焦点、をあてて考
察をすすめていくこ とにする．イギリスでは持家
率が高く（65%），民間賃貸住宅が著しく少ない
(10%）.そして残りの公的賃貸住宅の割当は自治
体内の希望者を優先するため，自治体間移動者に
とって不利である（Hughesand McCormick, 
1987). したがって，イギリスの地域間移動の多く
に住宅取引を伴い，地域間移動と住宅取引市場に
は深い関係にある．
第4図には地域住宅取引市場における居住地移
動と住宅価格の相互依存関係を図示した 地域に
転入する持家世帯は住宅を購入することによって
それを実現するので，住宅ストックに対する需要
と転入はほぼ一致する．ただし転入は住宅価格の
関数で，住宅価格が高ければ転入は抑制されると
考えられる．また転出が供給に一致するのは転出
世帯がその住宅を売却して転居するためである．
イギリスにおける住宅ストック供給のうち新築住
宅は2割程度にすぎず，持家世帯の転居は主要な
供給源である．そして転出は住宅価格の正の関数
であると考えられる．新規建設がないとすれば，
この住宅取引市場が均衡するのは転入と転出がパ
ランスするときであり そのときに実現する住宅
取引数は入替移動数に一致する．
このように住宅価格と人口移動が相互依存して
いる状況下で，地域の賃金が上昇したらどうなる
のであろうか？地域賃金の上昇は労働力世帯に
とっての地域の魅力を増大させるので需要曲線は
上方にシフ トする．すると住宅価格が上昇し，退
職世帯など地域労働市場の便益を十分に活用して
いない世帯が転出する．これにより転入が可能に
なり入替移動が活発化するのである．住宅価格が
調整されることにより，転入世帯はこの地域の労
働市場に参入することが可能になり，転出世帯は
住宅価格の安い地域に転出すれば住宅資産の回収
equity withdrawalをすることができる．
この章ではこのモデルの検証可能な経験的モデ
ルを導出する．住宅価格と人口移動が相互依存す
るとき地域賃金と地域住宅価格がどのような関係
になるかを検討した後 人口移動に含まれる多様
な移動流をモデルの中に取り込む工夫を紹介す
る．なお，この研究で検討している住宅取引市場
における価格形成の論理は特殊なため，その理論
的考察を補遺において述べた．
2.人口移動を介した地域住宅市場と地域労働市
士暑との関f系
ここでは持家世帯の居住地移動が発地と着地の
住宅価格と賃金の対数線形関数で与えられている
とする．
lnM；.＝αlnp；＋βlnp.+ylnw；＋δlnw. + lnH;+ lnr; 
(1) 
lnM.；＝αlnp.＋βlnp;+ylnw.十δln似＋lnH+lnr.
(2) 
ここで， M；.は地域1からのすべての地域（・）へ
の転出，M.；は転入でありそれぞれ域内移動も含む
とする．またpは住宅価格， ωは賃金， Hは世帯数
であり， rは地域アメ ニティ ー，住宅ストックの
質，や地域のアクセシビリティ ーなどを象徴する
地域固有の定数とする．人口移動は賃金の低い地
域から高い地域へ流動するが（ y<O，δ＞o）また
住宅価格にも影響されその他の条件が同じであれ
ば世帯は住宅価格の高い地域から安い地域へ移動
する（α＞o，β＜o）と考える．ところが，住宅の
新規建設が全くない場合には，潜在的転入世帯の
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住宅は潜在的転出世帯によって提供される．すべ
ての転出世帯がその住宅を売却し，またすべての
転入世帯は住宅を購入するとすれば，住宅取引市
場における供給は転出世帯数に一致し，需要は転
入世帯数に一致する．そして住宅価格は転出数と
転入数の均衡によって決定される．したがって，
人口移動は住宅価格を決定し住宅価格は人口移動
を決定するという相互依存関係が生じる．そして
このとき，か， M;.,M.；を内生変数，それ以外の変
数を外生変数という．国内住宅価格p.について
は，地域iが十分に小さく（瓦<f;_H，）その人口移動
の影響は無視できるほど小さいため外生変数とし
てあっかえるとする．
住宅価格が人口移動と相互依存関係にある場
合，内生変数p；を含む構造方程式(1）または（2）をそ
のまま推定することはできない．なぜなら，転入
（転出）が内生変数を介して転出（転入）に影響す
るからである．そして，住宅価格が高い地域に世
帯が流入するということは十分におこりうるが，
そのときには高い賃金のために人口流入がおこり
その結果として住宅価格が高い， という逆の因果
が生じているのである そして地域住宅価格は地
域賃金に応じて高くなる．この住宅価格と賃金と
の関係は
均衡条件： lnM;.(p;) =lnM.;(p;) =lnT;, (T；は入
替移動または住宅取引数）の下で連立方程式を解
いた誘導形関数を求めることによって得られる．
y－δ y－δ 
lnp;=lnp.一万二百lnw；＋万二百lnw.
lnH; , lnH ln r; , ln r. 
(3) 
一一一一一一一一α－β ’α－βα－β ’α一β
誘導形関数では右辺に現われる変数はすべて外生
変数である．ここで地域固有の定数と世帯数の積
を地域固有のランダムな移動流耳＝Hrとして，上
式を書き換えれば，
ln企－L二立ln旦一一上－ln旦－－ p. α－β u人 α－β M.,
であるので，住宅価格の地域間格差は賃金の地域
間格差に比例する
次に同様にして入替移動（住宅取引数）の誘導
形を求めると，
叫ニ（α＋β）lnp.＋辛子l附苧ヂlnw.
一一一ーでιっすlnM；.＋で？とすlnM.,
α一ρα一ρ （4)
となるが，係数が複雑なので仮にβ＝ αとする
と次のようになる．
叫＝ラ立(ln叫＋lnw.) +ln~
ここで，賃金の入替移動に与える影響は，地域賃
金が転出を抑制する効果Y( <o）と地域賃金が転
入を促進する効果δ（＞o）の大小関係によって決
まる．地域賃金の転入への効果が転出への効果を
上回る場合（δ＞－ y）には，賃金の高い地域で世
帯の転出入率が大きくなり，また賃金が上昇する
と転出入が増加する．これを，ロンドン・サウス
イースト地域に当てはめて考えれば，地域賃金の
上昇は，賃金に敏感な若い労働力の転入を促し，
地域賃金上昇に付随する住宅価格上昇は，地域賃
金に鈍感な退職世帯の転出を促すという結果にな
る．
人口移動が内生変数である住宅価格を含む場合
でも相互依存関係を特定して誘導形関数を求める
ことにより予測することはできる．式（3）と（4）を見
て分かるように，線形の構造方程式の誘導形は内
生変数を除いたすべての外生変数の線形関数であ
る． しかし，誘導形関数では世帯が地域住宅価格
や地域賃金にどのように反応するかを計測するこ
とができないので，構造方程式を推定するために
は2段階最小二乗法（2SLS）を用いることにする．
3. 地域間移動と域内移動の住宅価格に対する影
響
持家住宅の売買には持家世帯の転居をともなう
ことを考えれば，人口移動が住宅価格に影響を与
えることは想像に難くない． しかし，地域間移動
が住宅価格に影響を与えうるかとなると話しは別
である 地域間移動は全移動の 10分の l程度で
あり，大多数の住宅取引は域内移動する世帯聞で
なされる．このため，居住地移動を域内移動と地
域間移動に区別して住宅価格への影響を推定する
必要がある．この二つを区別するもうひとつの理
由は，地域内移動と地域間移動の事由が大きく異
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なるということである．地域を通勤流動の完結し
た一つの労働市場地域とすると，地域内の居住地
移動は労働市場条件の地域間格差とは直接関係が
ない．域内移動に対しては別の行動仮説を立てる
必要がある．
住宅価格は転出と転入の関数として次のように
表現できる．
lnp；＝π；＋klnM；.＋ λlnM., (5) 
転出M；.と転入M.；は内生変数であり， πzは地域
に固有の定数である ここで，域内移動と域間移
動を区別するとこれはもはや線形ではなくなる．
lnp；＝π；＋kln(M;+M;J ＋入ln(M;;+Mα）
ここで，添え字cはその他すべての地域であり，
M；， は地域からの流出， Mdは流入である． この技術
的な問題を回避するために，（5）式の変化率をとれ
ば方程式を線形にすることができる3).
I M; M;¥ ・ M; ・ M, 
p;= 〔k瓦＋λ副M；十h瓦M；，＋λ瓦Md
転出と転入が均衡しているときにはM;.=M.；ニT;
なので，
M;. M;. M 
p;= (k＋入）ずM,;+k1fM；，＋λずMα
したがって，各移動流の変化が住宅価格の変化に
与える影響は住宅取引におけるその移動流のシェ
アに依存することがわかる．また， λ＝ kの場合
には域内移動はそのシェアの大きさにかかわら
ず，住宅価格に影響を与えない．
ところでこのとき流出と流入の変化率は，
M；，＝αp；＋βム＋γW；＋ δw,+il;
M.戸 αp,＋βp;+y初c十δw;+il,
であるが，域内移動に関しては地域労働市場の影
響を受けないと考えて
M；＝（α＋β）p;+ if;
とする．もしβ＝ αならば住宅価格は域内移動
に影響を与えないが，このとき入＝ κでもある
ので域内移動も住宅価格に影響を与えない．
地域間移動に付随する住宅取引は全住宅取引の
10分の 1程度と小さいが，域内移動による（潜在
的）需給はほぼノてランスすると考えられるので，
そのシェアの大きさにかかわらず地域間移動は地
域住宅価格決定に十分に寄与しうると考えられ
る．
4. 移動者属性の多様性を考慮した人口移動モデ
ル
人口移動は仕事関連移動や住宅関連移動など，
異なった事由にもとづく多様な移動流を含む．労
働力移動の研究においては労働力のみの移動を分
析するというのが一つのアプローチであるが，地
域住宅ストックが固定的である場合には，地域住
宅市場を介して仕事関連移動と住宅関連移動が独
立した現象ではなくなるため労働力移動の研究と
はいえども仕事関連以外の移動を無視することは
できない．この節では 複数の移動流を含む人口
移動のモデル化の方法を検討する．
労働力世帯の移動と非労働力世帯の移動（流出）
がそれぞれ次のように与えられているとする．
M¥=ptp!w;' w/ H/ 
M1;, = ptp/3 H/ 
ただし，上付き文字Aは労働力世帯でIは非労働
力世帯である 双方の人口移動流ともに地域住宅
価格に影響を受けるが，地域賃金は労働力世帯の
移動のみに影響を与える．このとき，地域賃金は
人口移動全体にどのように影響をあたえるであろ
うか？人口移動全体は，
M;,=MA;,+M1;, 
であるが，これは対数線形関数の和になるので線
形ではない．地域賃金の影響を推定するには前節
と同様，人口移動の変化率を分析することにより
可能になる．人口移動の変化率は，
M＼ ・A M1 T J,:f; =- MA；，＋ー 」＇－M1,,
M;, M;, 
であり，これにそれぞれの移動流の変化率を代入
することにより，
／司KA 、／司.－A ¥ 
M；，＝ゆt十(3p,+y （瓦CW；）＋δ1正CUJc) 
MA MI;, +_!__!,EA;+ }Ji; 
M;, 'M;, ' 
となる．つまり，地域賃金の変化率が人口移動の
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変化率に与える影響は，労働力移動の賃金弾性に
労働力移動のシェアを乗じた値になることがわか
る．また，全移動の変化から労働力移動に対する
地域賃金の影響を推定するには，労働力移動の
シェアで加重した地域賃金を説明変数に用いれば
よい．
一般的にまとめると，全移動者中の特定のグ
ループにしか作用しない変数がある場合には，そ
のグループの全移動に占める割合で加重した変数
を用いて分析すれば変数のそのグルーフ。の移動に
対する影響を計測することができる．この方法を
用いて第5図に示した発地と着地の住宅所有状態
および経済活動の組み合わせからなる八つの世帯
属性の構成をモデルに取り込むことができる．
5.その他の地域の地域変数とは？
ある地域の人口流入と人口流出は当該地域とそ
の他の地域との聞の人口移動であるから，基本的
には当該地域の地域変数とその他の地域の地域変
数を用いた 2地域モデルを使用すればよい しか
し実際には「その他の地域」という実質的な住
宅市場地域や労働市場地域が存在するわけではな
く，人口移動は当該地域と個別の地域との聞で生
じている．このとき，「その他の地域」の地域変数
とはどう定義されるであろうか？これを定義する
にも前節と同様変化率をとることによってなされ
る．
人口流出はその他の個別の地域への移動の合計
であり，
M;,=l:M;; 
3宇t
人口流出の変化率は個々の移動流の加重平均であ
る．
M；，＝エ与LM;
JヲとslVl;, 
個別の地域への移動が次式で示されるとき
M;,=p；αPiβw;'wiδH; 
人口流出の変化率は
M；，＝ゆ＋βJ1わi＋間＋δJ1t叫＋E;
第1表世帯属性と説明因子の組み合わせ
世帯属性 説明因子
住宅所有 住宅所有
労働力状態
発地住宅 着地住宅 発地・着地
状態（発地） 希望（着地） 市場条件 市場条件 労働市場条件。 。 。
。 。 × 非労働力 。 × 。
非労働力 。 × × 
× 。 。
非労働力 × 。 × 
× × 。
非労働力 × × × 
で与えられる．このことから，その他の地域の住
宅価格と賃金を次のように定義することができる
A=J;{tぁ
? ?
?
??
?
つまり，人口流出 ・流入に影響を与えるその他の
地域の地域変数とは，移動シェアで加重された地
域変数の加重平均である 一般に，人口移動は近
隣の地域間で大きいため，ある地域からの人口流
入 ・流出は近隣地域の地域変数の影響を大きく受
ける．そのため，人口移動によって地域変数が均
等化されるときには，近隣の地域同士からまず均
等化が進み地域変数の空間的自己相闘が生じるの
である．
6. まとめー住宅価格と人口移動が相互依存する
モデル一
人口移動は発地と着地の住宅価格およびその他
の住宅市場条件と労働市場条件によって決定され
るとする また，転出する持家世帯は住宅を売却
し転入する持家世帯は住宅を購入するので，住宅
取引市場で形成される住宅価格は世帯の転出と転
入によって決定される．ただし，その他の住宅ス
トックの需給要素である世帯形成，世帯解散，新
規建設，住宅取壊しなどの従来的な変数も住宅価
格の説明要因に加えるとする．
(1) 人口移動方程式
M;,=f1[S；仏）, Dc(pc), Si （ぜ）, De（文乃，A(:x/),
Be（玄／），HJ （人口流出）
Mci=f1[Sc(pムD;(p;), Sc（玄c5)'D; （玄円，＆（玄／），
B；（が），丘］ （人口流入）
M;;=/1[Sふ）, n(p;), s;(:x凡D;(xi0), A (o), 
B;(O), H;] （域内移動）
(2) 住宅価格方程式：
S；（ム）＝D必；）
=g1LNL, NL, 1白；， S；（玄凡Di（が），NEW;,
DENE, HF, HJ)] 
M ：人口移動数 ！地域住宅価格
H：世帯数 NEW：新築住宅数
DEM：住宅取壊し数 HF：世帯形成数
HD：世帯解散数
XS：住宅市場変数（発地）
XD：住宅市場変数（着地）
~：労働市場変数（発地）
XB：労働市場変数（着地）
流出・流入は当該地域1とその他の地域cとの聞
の移動として，また域内移動は当該地域から当該
地域への移動としてモデル化されており，この三
つの移動流はすべて同じ方程式に従うが，ただし
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域内移動は地域労働市場の直接的影響を受けない
とする．人口移動と住宅価格は相互依存関係にあ
り，ハッ ト（-）っきの変数は内生変数である．こ
れらの構造方程式を推定するには， 2段階最小二
乗法を用いる この方法では，第一段階として，
構造方程式に現われるすべての外生変数を用いて
内生変数を最小二乗法にて推定し，第二段階とし
て，内生変数の推定値を用いて最小二乗法にて構
造方程式を推定する．構造方程式は変化率で特定
されているが，それは第1表に示した移動世帯の
属性構成を反映させるためである．そのため説明
変数は次の加重関数によって適当に重み付けがな
されている（加重関数の詳細は補遺参照）
s （.）：発地持家率による加重
A（.） ：着地労働力率による加重
D （.） ：着地持家率による加重
B （.） ：着地労働力率による加重
変化率を使用することのもう一つの利点は，地域
アメニティ ，ー 住宅ス トックの質，地域アクセシ
ビリティーなどの短期的には一定と考えられる地
域固定効果を無視することができ，住宅価格や賃
金などの短期的に変動する変数に分析の焦点をあ
てることが可能になることである．
IV 経験的分析
l.データ
イギリスを 10の地域に分ける StandardStatisti-
cal Regionsの地域間人口移動と地域住宅価格の年
間変化率のデータについて 1985～1998年間を
プールした空間時系列データをもとに同時方程式
モデルを二段階最小二乗法により検証した対象
期聞は住宅価格の著しい乱高下をみた景気変動の
ほぼ一周期をカバ しーている．人口移動データと
して，地域間移動についてはNHSCRデータを使
用し域内移動に関してはLFSデータを用いた4).
地域住宅価格には環境省（DoE）の単純平均価格を
用いた5）.人口流出・人口流入・域内移動はすべて
同ーの方程式に従うという仮定の下で，この三つ
の移動を統合した観測に対して回帰分析を行なっ
た．そして様々な実験のすえ，第2・3表の結果
を得た．人口移動方程式，住宅価格方程式は共に
1%水準で有意であり，それぞれの決定係数は
0.44と0.84である
2.人口移動と住宅価格の相互依存関係（第5図）
このモデルの中心的仮説である人口移動と住宅
価格の相互依存関係は有意に確認された人口流
入 ・流出は住宅価格に影響を与えると同時に，住
宅価格は人口流入・流出に影響を与える．そ して
人口流入と人口流出の住宅価格に与える影響は，
従来的な説明変数である世帯形成数や新築住宅数
よりも絶対的にはるかに大きい．推定値に基づけ
ば，人口流入の 1%の増加により住宅価格は 0.16
%上昇し，住宅価格の 0.16%の上昇は人口流出を
0.16% (=1.01×0.16%）増加させる．また，人口
流出の 1%増加により住宅価格は 0.10%下がり，
住宅価格の 0.10%の減少により人口流入は 0.15
% (= -1.50×－0.10%) 土首力日する．したカfって，
入替移動の約6分の lが人口移動と住宅価格の
金水準（プノレ） 域内移動 i賃金格差（プッシュ）
+2.26* 
世帯形成数
???
??????
?
第5図 人口移動と住宅価格の相互依存関係（第2・3表の要約）
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第2表 二段階最小二乗法による推定結果（その 1)
方程式1：人口移動（流出・流入・域内移動の年間変化率）
（発地変数） （着地変数） （マクロ経済変数）
住宅価格（内生） 1.01 ** 住宅価格（内生） -1.50料 利子率 -4.46料
住宅価格変化 -0.72料 住宅価格変佑 0.68同 インフレ 5.56** 
持家世帯所得 -0.74* 平均所得 0.67 インフレ変佑 4.42** 
世帯数 -1.04* 公的住宅空室率 0.14 
失業フロー率 0.08 失業フロー率 -0.57料
求人フロー率 -0.40* 求人フロー率 0.13 i或内ダミー 0.03ネ永
賃金格差 2.26* 賃金水準 3.27** エラー ダミー 0.17** 
R2 0.44 F 14.0** N 360 
SE 0.08 SigF 0.00 DF 341 
＊有意水準5%, ＊＊有意水準1%. すべての変数は年間変化率であるが，住宅価格変化（着地・発地）とインフ
レ変化については年間変化率の変化である
相互依存性に起因するのである．
3. 人口移動方程式（第2表）
人口移動方程式には住宅の資産としての性質を
考慮するために前年の住宅価格変化率（の変化）
も含めた住宅価格インフレ期の人口移動ついて，
Boveretal. (1989）は，持家世帯は現住宅の住宅資
産価値がさらに上昇することを期待して売却を先
延ばしにするため移動が抑制されるとしたのに対
し， Levinand Wright (1997）は転居するア・プリ
オリな理由をもっ世帯は住宅購入を前倒しにする
ため移動が促進されると言及している．この双方
の言い分が第1表で確認できる．発地の住宅価格
変化は人口流出を抑制し，着地の住宅価格変化は
人口流入を促進させる．推定値によれば発地の住
宅価格インフレが人口移動を抑制する効果の方が
大きいため，同様の結果を得ている Millington
(2000）はBoveretal.(1989）にならって，住宅価
格インフレ期には移動率が低下し，住宅供給を抑
えるのでイ主宅｛面中各インフレをさらに強めてしまう
と議論している． しかし，実際に起きたことは逆
であった．住宅取引や人口移動が活発だったのは
住宅価格インフレ期であり，それらが抑制された
のは住宅価格ノfブルが崩壊した住宅価格デフレ期
であった住宅デフレ期に移動が抑制された一つ
の理由は，住宅資産価値がローン残高を下回る「負
の資産Jnegative equityが世帯の足榔になったた
めであるが（Henley,1998），一方で住宅価格イン
フレ期に移動が促進されたのは住宅価格の地域間
格差が拡大したからである．
人口移動と住宅価格の相互依存関係を明示化す
ることにより地域賃金の人口移動に対するに強い
影響が現われた．賃金格差は労働力地域間移動を
促進し，賃金の増加は移動率を増加させる．この
モデルで、地域賃金の高い弾力性が得られたのは，
人口移動に付随する住宅価格の変化がコント ロー
ルされていることと，移動者属性構成を加味して
いるために労働力に限定した移動の弾力性が推定
されているためである．ただし，労働市場の量的
変数である失業フローと求人フローは予測される
符号を持っているものの，従来の研究と同様にそ
の効果は十分で、はない．
4.住宅価格方程式 （第3表）
域内移動が住宅価格に負の影響を与えるという
ことは予想外の結果である．また住宅価格の域内
移動に対する影響は（住宅価格の流入と流出に与
える影響の和なので）負である． したがって住宅
価格が減少すると域内移動が増加し，域内移動が
増加すると住宅価格がさらに減少するというスパ
イラルが生じる． しかしモデ、ルでは域内移動と賃
貸世帯の持家取得が十分に検討されていないので
以上の結果には再検討が必要である．前年の住宅
価格変化は住宅価格に正の効果があり，外部的に
生じた住宅価格の上昇（下降）は次年の住宅価格
を上昇（下降）せしめるため，住宅価格の周期的
な乱高下を誘発する．平均所得，公的住宅空室率
は予期される符号を持っている 住宅建設数も予
-10一
第3表二段階最小二乗法による推定結果（その 2)
方程式2：地域住宅価格（年間実質変化率）
人口流出（内生） -0.10** 新築住宅数 -0.02 利子率 0.95** 
人口流入（内生） 0.16** 住宅取壊し数 0.01同 インフレ 1.48** 
域内移動（内生） -0.16料 老年世帯数 0.74 インフレ変化 0.89** 
住宅価格変イじ 0.18** 世帯形成数 0.01** 
持家世帯所得 -0.24* 持家世帯率 0.01 
平均所得 1.42** 
公的住宅空室率 -0.07料 他地域住宅価格 1.00** 
R' 0.84 F 114料 N 360 
SE 0.02 SigF 0.00 DF 344 
＊有意水準5%，料有意水準1%.すべての変数は年間変化率であるが，住宅価格変化とインフレ変化については
年間変化率の変化である．
期される符号を持っているが， 5%水準で有意で
はない6）.住宅取壊しについては住宅価格に対す
る強固な効果が得られたが， このデータには「自
治体による取壊し数」のデータを用いたため意外
である．自治体が住宅を取壊すのは主にスラム・
クリアランスで，大部分が老朽化した公的賃貸住
宅である．必ずしも有効な住宅サービス供給とな
らない住宅ストックでも，その取壊しは住宅価格
に影響を与えうると考えられる ところで住宅取
壊しによる住宅価格の上昇は人口流出を促し人口
流入を抑制するので，純移動に大きな影響を与え
る．対象期間中，各地域では年間数千戸というオー
ダーで住宅の取壊しが行なわれていた.0.01とい
う弾力性からは住宅取壊し数が2倍にふえれば
純移動（流出）率は平均25%ポイント程度増加す
るということを意味する．世帯形成数は住宅価格
を上げ，老齢世帯比率は住宅価格を下げるので＼
世代交代にともなった大都市地域から田園地帯へ
の純移動が生じる．なおマクロ経済変数は圏内一
律の変数であるため，人口流出入や住宅価格の地
域間格差にはの説明には寄与しないが，人口移動
率や住宅価格の周期的変動を説明する
住宅価格方程式は住宅価格の時系列変化とその
地域的差異を比較的よく予測しているので，第6
図にロンドンを含むサウスイ ースト地域とマン
チェスター ・リパプールを含むノースウエスト地
域の住宅価格変化の実績値と予測値を示した住
宅価格の高騰がまずサウスイ ーストで始まり，
1990年代に入ってもノ ースウエストの住宅価格
の上昇はしばらく続いたことが予測値に反映され
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第6図 地域住宅価格の推定値と実績値
ている．
5 まとめ
二段階最小二乗法を用いてイギリスの人口移動
と地域住宅価格を分析したところ，以下の点を確
認した．
(I）住宅価格は人口流入を抑制し人口流出を促進
するが，同時に住宅価格は人口流入によって上
昇し，人口流出によって減少することから，住
宅価格と人口移動の相互依存関係が確認され
た．
(2) 地域間移動の地域住宅価格に与える影響は，
新規建設や世帯形成のそれよりも大きく，地域
住宅価格を決定する重要な要素である．
(3) 地域間移動は地域賃金の格差に対し敏感であ
る．
(4）住宅価格インフレは人口流出を抑制し人口流
入を促進する
(5）住宅取壊しは住宅価格を上げるので，純移動
（流出）に重要な影響を与えうる．
V 結論
労働力の純移動が低賃金・高失業率地域から高
賃金・低失業率地域へ生じることができるのは，
地域住宅供給が柔軟な場合である しかし，労働
需要の高いサウスイースト地域では厳しい土地利
用規制と地元自治体・住民の反対のために住宅ス
トックは慢性的な供給不足の状態にあり，失業率
の高い伝統的工業地域では住宅の耐久性のために
住宅サービス供給が減少するのには長い時間がか
かるため，住宅供給は著しく非弾力的である．住
宅ストックが固定的であるために地域間移動が住
宅価格を決定する重要な要因のひとつとなり，人
口移動と住宅価格の相互依存関係が高まってい
る純移動が生じないのは この相互依存性のた
めに労働市場条件のよい地域は同時に住宅価格も
高くなり，地域間の変差補償均衡compensating
variations equilibriumが生じているためである．
しかし住宅価格と人口移動が相互依存するこ
とはまた選択的な入替移動を可能にしている．住
宅価格が（潜在的）人口流入に対し上昇するため
に，その地域に住むことによって得られる効用が
限界的な世帯から転出し，空家が供給される．ロ
ンドン・サウスイースト地域にみられる青年（若
い労働力）の流入と退職世帯の流出は結果的に労
働力の同地域への純移動を可能にしている．ロン
ドン・サウスイースト地域は，労働市場条件は良
好であるが同時に住宅価格も高いため，同地域で
就業できるのはその高い住宅価格をまかなえるだ
けの高い収入が見込まれる労働力である．した
がって，低所得者や失業確率の高い労働力は，労
働市場条件が良好とはいえどもロンドン・サウス
イースト地域への移動を選好しないか，あるいは
同地域から転出すると考えられる． したがって，
人口移動は地域間格差を是正するどころか執助な
地域間格差の原因になっている可能性がある．た
だし，このような地域間格差はこれを地域の多様
性といいかえれば必ずしも解消すべき地域問題と
はいえない．現在のイギリスでライフコースに関
連した居住地移動が地域間で生じていることを考
12 
えれば，世帯は流動的であり，機会の不均等な空
間的分布を移動によって克服している．地域問題
を考える時には暗示的に世帯が不動的であること
を仮定しているが，もし世帯がそれぞれのニーズ
に合わせて移動することができるのであれば地域
間格差はその選択の結果であり，生産の側面だけ
ではなく消費や生活の面でも地域間分業が生じて
いることを意味する．
この研究から導かれる政策的合蓄は以下の通り
である
(1）住宅ストックの空間的分布が変化するには長
い時間がかかり，純移動が地域間格差を是正す
るにも長い時聞を要するため，伝統的な地域政
策である資本助成は支持できる．ただし，地域
政策関連支出が削減される中で資本助成は衰退
地域における雇用維持よりも漸次的減少を目標
にf余々に抑えるようにし そのスケジュールは
住宅ストックの償却にもとづいて決められなけ
ればならない．
(2）衰退地域における固定的な住宅ストックはそ
の地域の住宅価格を低く抑え，労働力の純流出
を抑制するので労働力過剰が解消しない．住宅
取壊しは住宅価格を高めることにより流入を抑
制し流出を促すので労働力過剰を解消すること
ができる．ただし，同時に成長地域に住宅建設
を進めなければ，住宅価格だけ上昇して地域間
格差は是正されないという結果になる．
以上の三つは労働力の純移動に関連した政策提
言であるが，この研究であらたに明らかになった
のは人口移動と住宅価格が相互依存するとき，選
択的な入替移動によって多様な世帯と多様な地域
のよりよいマッチングが可能になるということで
あった．世帯と地域のマッチングに関するこつの
政策提言は以下の通りである．
(3）衰退地域の住宅地区を高齢者向けに改善し，
非労働力の流入を促す．世帯の流入は住宅価格
を上げるため，衰退地域にて持家をもっ労働力
世帯はその住宅を売却することにより労働需要
の高い地域に移動するコストを賄うことができ
る．労働力の流出は労働過剰を軽減させるので
不動的な労働力世帯に対しても利益をもたら
す．現時点では退職移動の主要な行き先は田園
地帯であり，退職世帯が脱工業化地域の住宅地
区に転入することは想像しにくい． しかし第7
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第7図高齢者の還流移動，1993年
80歳以上の高齢者については田園地帯から郊外地域への還流が見られる（左図）
郊外地域はまたその子供世代が多く居住する地域でもある（右図）．
図に見られように高齢者の田園地帯から大都市
郊外への還流もみられており，寿命の延長によ
りこの還流移動はより顕著になってきている．
高齢者の予算は限られているので，衰退地域の
住宅地区でも医療・介護サービスを充実させ，
住宅を廉価に提供できれば，高齢者の転入を見
込むことができる．人生最後期の高齢者にとっ
て，「コロネーション・ストリ トー」7）的な緊密な
コミュニティ ーは健康が衰えあるいは配偶者を
失った高齢者のニーズにあう可能性がある．
(4) より一般的には住宅取引コストを下げるよう
な政策を導入することである．住宅取引コスト
の軽減は売却・購入を促進し，持家世帯の移動
率を高め，より小さい住宅価格地域間格差で世
帯と地域のよりよいマッチングを実現すること
ができる 1980年代から 1990年代にかけて特
に強く推し進められた持家奨励策は持家世帯比
率を 7割近くにまで押し上げたが，過度な持家
居住は労働力の流動性を損なうとして批判の対
象となってきた（Hughesand McCormick, 1987; 
Henley, 1998). しかし，住宅取引コストを下げ
ることができるとすれば，世帯の流動性を損な
うことなく 「所有する民主主義J を維持するこ
とカヲできるのである．
それぞれの地域が提供する効用を享受できる世
帯数はその地域の住宅ス トックによって決められ
てしまう．この限られた機会を入替により多くの
世帯が享受できるようにするには，世帯の流動性
を容易にする条件を整えなければならない．
（立命館大学文学部）
補遺
1 中古住宅取引市場のモデル
この研究に用いた住宅市場モデ、ルは，住宅の売
却と購入のバランスによって住宅価格と住宅取引
が決定されるとしている 売り手市場において価
格は上昇し，買い手市場において価格が下降する
というモデルで、あるが，これは住宅市場にはあま
り用いられない． もっとも一般的なモデルは，住
宅市場を住宅サービス市場と住宅ス トック市場の
二つの重層的な側面に分けてモデル化するストッ
ク・フロ ・ー アプローチである（山田，2002) そ
のモデルでは，住宅サービスの需給関係により世
帯数と賃貸料（や帰属家賃）が決定され，そして
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賃貸料によって決められる住宅価格にもとづいて
住宅ストック供給（主に新規建設）が決定される
としている．これにより世帯数仁住宅ストック
の長期的な一致が保障されるが，人口学的にほぼ
決定されてしまう世帯数と短期的には変也し得な
い住宅ストックという二つの安定的な変数では，
近年多くの先進国が経験している住宅価格の乱高
下は説明できない．スト ック ・フロー・アプロー
チのこの欠点、を補うためにはco-integrationanaly-
sisが用いられる．その分析では住宅価格はその決
定論的価格から短期的には講離するが，「残差修正
メカニズム」のために長期的な一致が保たれると
いうものである（Giussani and Hadjimatheou, 
1990). ただし残差修正メカニズムの実態が何で
あるかは十分に議論されていない．そのためこの
研究では住宅価格の短期的変動を説明するために
住宅取引市場のモデル化を試みる
ここで紹介する住宅取引市場のモデルにおいて
は以下の仮定を設ける．
(1) すべての世帯は持家世帯であり，賃貸住宅
は存在しない ．
(2）住宅の新築も取壊しも存在せず，住宅ス
トックは一定である ．
(3）世帯数は一定である．
これらの仮定により住宅取引を純粋に世帯と住宅
のマッチング・プロセスとみなし，住宅サービス
の過不足がなくても住宅価格が形成されうること
を考察する．さ らに，より本質的な次の二つの仮
定を設定する．
(4) 多様な質の住宅が存在するが，住宅価格は
すべて同じである ．
(5）各世帯は各住宅に対し気紛れidiosyncratic
な好みを持ち，それは変化する．
住宅の質の多様性と各世帯の住宅に対する好みの
変化は住宅ストック・世帯数一定の条件下で住宅
取引が生じるための必要条件である 実際には住
宅の種類ごとのサブマーケットと世帯のサブマー
ケット聞の移動が存在するのだが，多様な世帯と
多様な住宅のマッチングがひとつの市場で一元的
に行なわれるようにモデル化するために，住宅価
格同ーと気紛れな好みの仮定がある．
世帯は様々な理由によって住宅を変更するが，
その主な理由は住宅に対するニ←ズが世帯のライ
フコース上の拡大や縮小などに伴って変化するた
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めである．持家世帯は現住の住宅を売却し，代わ
りの住宅を購入することによって住宅を変更する
が，借家世帯と違い住宅変更には多大な取引費用
が伴う．ある持家世帯が住宅を変更するのは，転
居による純便益が住宅取引コストを上回るときで
ある
B; A;>TCs+TCB (6) 
ここで， Aは現在の住宅に住み続けた場合の世帯
にとってのその住宅の正味現在価値であり，住宅
の種類と住宅ニーズとの聞にミスマッチが生じて
いる世帯ではこの値が小さくなる.Bはその住宅
市場に存在する現住以外の住宅のうち，その世帯
に最も適した住宅の正味現在価値である．この二
つの正味現在価値の差が取引コストを上回れば世
帯は住宅を買い替える．取引コストは二つの部分
にわけられ， TCsは売却の取引コストであり，斡旋
手数料，法的費用，キャピタルゲ、イン税，ブリッ
ジローンの利子などを含む TCBは購入の取引費
用で，探索費用，転居費用などを含む．
条件式（6）に住宅の市場価格pを挿入すると以下
のようになる．
(B;-TCB p) ＋伊－A;-TCs)>O 
各住宅の質的な違いにかかわらずすべての住宅は
市場価格で自由に売買ができるとする．簡単のた
めに世帯が危険回避的であると考えると，転居の
条件は次のように表現できる
A<p-TCs かつ B;>Jり十TCB (7) 
ここで世帯の住宅に対する気紛れな好みがとある
分布で表現され，AとB，がそれぞれ頻度分布FA,
Lに従っているとするとき，住宅価格ρにおける
供給（売却数）と需要（購入数）はそれぞれ ．
S(p: TCs) =FA(A;<p-TCs) 
D(p: TCB) =FB(B;>p+TCB) 
で与えられる．定義により，供給は増加関数であ
り需要は減少関数である．そして，需要と供給が
均衡する住宅価格において，条件式（7）を満たすす
べての世帯の住み替えが実現する．つまり，住宅
価格の調整によって適正なレベルの住み替えが行
なわれ，世帯と住宅のミスマッチがある程度以内
に抑えられる． ミスマッチの度合いが大きくなる
移動世帯の経済活動状態はア ・プリオリに決定さ
れているとし，労働力世帯率の高い地域への移動
流にはより多くの労働力移動が含まれていると想
定している． したがって，当該地域の発地労働市
場条件はその他の地域の労働力世帯率によって加
重されなければならないが第皿章第5節で述べ
たようにその他の地域の変数は，移動シェアで重
み付けされたその他すべての地域の加重平均であ
る．
I M; l.A¥ A;(x) = ( zーム ιーlい，M1,]LI 
TTA 
B1(x)=7tx, 
同様にして，その他の地域の発地住宅市場条件，
着地住宅市場条件，発地労働市場条件，着地労働
市場条件はそれぞれ次のように加重される．
?
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と現住住宅の正味現在価値が下がるので住宅価格
は下落する．価格が下落すれば住宅取引が促され，
世帯と住宅のマッチングが促進される ただし，
住宅取引コストが大きい場合には住宅取引数は減
少し，世帯と住宅のミスマッチの度合いは大きい
状態で均衡する．また売却取引コストは一般に住
宅価格に比例するので供給の価格弾性はより非
弾力的であると予想される．
このモデ？ルで、住宅価格の短期的乱高下が生じる
のは，住宅価格が将来上昇または下落すると見込
まれる局面である．将来住み替えを計画している
持家世帯は住宅価格の上昇局面において，住宅購
入を前倒しにし売却を遅らせることによって利ざ
やを得ることができる．このとき，需要が増加し
供給が減少するので，住宅価格の上昇の見込みは
現実の物となる その逆もまた然りであり，住宅
価格の下落局面には，供給が増加し需要が減少す
るので，住宅価格が実際に下落する．すなわち外
部的要因によって生じる住宅価格の変動は住宅取
引市場において増幅されることになるのである．
M. l[/ 
B,(x) = 'Zー ムー
J手zM1, IL 
また世帯数について，当該地域の世帯数は何も加
重されないが，その他の地域の世帯数は移動シェ
アで重み付けした加重平均である．
}!;= L,与Lfl;=H1
1手a/i凶i
瓦＝"Z-4匂1
y手si凶，
1）グレ トー ブリテン島を 10地域に分割する
Standard Statistical Regions聞の移動の場合．
2) 90年代前半より賃貸料の規制緩和も進められ
ている．
3）ここで， M1.= (Mii!M1.)M11+ (M1c!M1.)M，の関係
を用いた（転入についても同様）
4 ) NHSCR (National Health Service Central Regis-
ter）データは国民健康保険医にかかる患者の移
動を捕らえたデータであり，NOMIS(National On-
line Manpower Information Service）から得た LFS
(Labour Force Survey）は抽出率約0.3%の労働力
調査であり， Mil¥仏 S(Manchester Information and 
Associated Services）を経て TheData Archiveより
、?
2.加重関数について
地域変数を加重する目的は，移動流中の世帯属
性構成を考慮することと，その他の地域の地域変
数を個別地域の地域変数の組合せから求めること
にある 第皿章第4節では，説明変数が移動流の
特定グループのみに作用する場合には，説明変数
をそのグループの全移動中のシェアによって加重
する必要があることを述べた． しかし，実際には
移動の属性構成のデータは存在しないことが多い
ので，ここでは発地と着地の世帯構成で代用する
ことにする．次の数式中の上付き文字0は持家世
帯であり，Aは労働力世帯そして，Hは世帯数であ
る．持家住宅市場の条件が人口移動に影響を与え
るのは，持家世帯のみであるから，当該地域iの発
地住宅市場条件と着地住宅市場条件は持家世帯比
率で加重される．
発地労働市場条件と着地労働市場条件は共に労働
力世帯のみに影響を与えるので，着地の労働力世
帯率によって加重きれなければならないここで，
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TTO 
S1(x) ＝玄X,
D1(x) ＝子
得ュた．
5）住宅ローン提供者に対する調査の結果であり，
Housing and Construction Statistics, HMSOに掲載
されている．
6）住宅建設数も住宅価格の関数である可能性を
実験したが有意な相互関係は見出せなかった
7）マンチェスター吋近を舞台にしたソープ・ドラ
マで40年続く長寿番組．
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